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○飯綱町介護職員定着促進事業補助金交付要綱 

令和５年３月22日告示第36号 

飯綱町介護職員定着促進事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この告示は、町内の介護事業所及び障がい福祉事業所（以下「介護事業所等」という。）

で働く介護業務従事者に対して、予算の範囲内で飯綱町介護職員定着促進事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することにより、介護業務従事者の確保、維持、技能の向上等を図るこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 介護事業所 介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の32第１項に規定する介護サー

ビス事業者並びに同法第115条の45第１項第１号イ及びロに規定する事業を行う町の指定事業

者の運営する町内の事業所又は施設をいう。 

(２) 障がい福祉事業所 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第123号。次号及び第３号において「障害者総合支援法」という。）第29条第２項に規

定する町内の障害福祉サービス事業所又は施設をいう。 

(３) 介護業務従事者 介護事業所等の介護職員、看護職員、生活相談員、介護支援専門員、主

任介護支援専門員、機能訓練指導員、管理栄養士等（管理者を含む。）として直接介護の実務

に携わっている者をいう。 

(４) ひとり親家庭 配偶者のない者が現に18歳以下の児童を扶養している家庭をいう。 

（補助金の交付対象事業） 

第３条 補助金の交付対象事業は、別表事業名の欄に掲げる事業とし、同表事業内容の欄に掲げる

内容のものとする。 

（補助金の交付対象者） 

第４条 補助金の交付対象者は、別表対象者等の欄に規定する者であって、町税、保育料、水道料

金、下水道使用料その他町に納付すべき歳入金を滞納していないものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表補助金の額の欄に規定する金額とする。 

（補助金の交付申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、飯綱町介護職員定着促
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進事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める書類を添付して、別表申請期間の欄に規定する期間に町長に提出しなければならな

い。 

(１) 飯綱町介護業務従事者就業（復職）補助事業 

ア 住民票の写し（他の市町村の住民基本台帳に記録されている者に限る。以下同じ。） 

イ ６月以上雇用されていることを証明できる書類 

ウ 健康保険証又は雇用保険の被保険者であることが分かる書類の写し 

エ 資格取得者にあってはその証明書 

オ 復職（再雇用）者にあっては前職の分かる書類 

カ その他町長が必要と認める書類 

(２) 飯綱町人材確保等事業者支援事業 

ア 事業報告書（任意） 

イ 領収書の写し（明細がわかるもの） 

２ 町長は、前項の規定により申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交付するかどう

かを決定し、飯綱町介護職員定着促進事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）によ

り申請者に通知する。 

３ 前項の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、飯

飯綱町介護職員定着促進事業補助金交付請求書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

４ 町長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付する。 

５ 町長は、第２項の規定による補助金の交付決定について条件を付けることができる。 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第７条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部若

しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

(１) この告示の規定に違反したとき。 

(２) 偽りその他不正の行為により補助金の交付決定を受けたことが明らかになったとき。 

(３) 前２号に掲げる場合のほか、町長が補助金の交付を適当でないと認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付

した補助金の全部若しくは一部を返還させるときは、飯綱町介護職員定着促進事業補助金交付決

定取消（返還）通知書（様式第４号）により交付決定者に通知する。 

（委任） 
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第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第３条、第４条、第５条、第６条関係） 

事業名 事業内容 対象者等 申請期間 補助金の額 

飯綱町介護

業務従事者

就業補助事

業 

介護業務従業

者の就業を促

進するため、介

護事業所等へ

の新規就職者

に対し、就業補

助金として交

付する。 

町内の介護事業所等に新

規に採用されてから、引

き続き６月以上勤務し、

その後３年以上就業し続

ける意思のある者。ただ

し、次に掲げる者を除く。 

(１) 町内の介護事業所

等に新規に採用された日

前２年以内に他の町内の

介護事業所等に勤務して

いた者 

(２) 同一法人が運営す

る町外の介護事業所等か

ら町内の介護事業所等へ

勤務異動した者 

(３) 町内の介護事業所

等を退職し、他の町内の

介護事業所等に就職した

者 

町内の介護事

業所等に新規

に採用された

日から起算し

て６月を経過

する日から１

年間 

１ 基本額 

50,000円 

２ 次の各号に掲げる場合

は、それぞれ当該各号に定

める額を基本額に加算す

る。 

(１) 次に掲げる資格を取

得している場合 5,000円 

ア 保健師又は看護師 

イ 栄養士又は管理栄養士 

ウ 理学療法士又は作業療

法士 

エ 言語聴覚士 

オ 社会福祉士 

カ 介護福祉士 

キ 精神保健福祉士 

ク 町長が特に認める資格 

(２) 50歳以上の場合 

5,000円 

(３) ひとり親家庭の場合 

10,000円 

(４) 他市町村からの転入

を伴う場合（過去１年以内

に町内事業所等（介護事業
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所等に限らない。）で勤務

した実績がない者に限る。） 

5,000円 

飯綱町介護

業務従事者

復職補助事

業 

介護業務従業

者の就業を促

進するため、介

護事業所等へ

の復職（再雇

用）者に対し、

就業復職補助

金として交付

する。 

町内の介護事業所等に復

職（再雇用）されてから、

引き続き６月以上勤務

し、その後３年以上就業

し続ける意思のある者。

ただし、次に掲げる者を

除く。 

(１) この要綱以外の要

綱その他の規程（本町が

定めたものに限る。）に

よる転入奨励又は復職等

奨励を対象とした類似の

補助制度の補助を受けて

いないこと。 

町内の介護事

業所等に復職

（再雇用）され

た日から起算

して６月を経

過する日から

１年間 

１ 基本額 

50,000円 

飯綱町人材

確保等事業

者支援事業 

介護事業所等

が新たな人材

確保及び定着

促進に関する

する取組む経

費を交付する。 

チラシ等に情報を掲載し

た広告宣伝費など、新た

な介護人材の確保のため

に必要と認められる経

費。 

職員の資質向上のための

研修に要する講師謝礼、

受講料等など人材の定着

のために必要と認められ

る経費。 

年度の末日ま

で 

１ 補助上限 

50,000円 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第６条関係） 
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様式第４号（第７条関係） 

 


